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Ⅰ　はじめに
　本稿は、現行破産法（平成16年法75号。以下、「現行法」または「法」という）における偏頗行為
否認（法162条）の規律1について、その主観的要件を中心に2、否認の成否に関する取引関係者（と
りわけ受益者たる債権者）の予測可能性の確保という観点から、検討を行うものである3。
1	 本稿では、民事再生法および会社更生法における偏頗行為否認の規律についての検討は行わない。
2	 偏頗行為否認の否認要件を客観的要件と主観的要件に分けたうえで、各々について検討を加える、という方法に対
しては、両者が密接に連関していることに鑑みると、適切ではないとの批判はありうるが、主観的要件に関する問
題点を明らかにするために、本稿では、あえて区別して検討を行うこととする。なお、偏頗行為否認の効果につい
ては、受益者が債務者から受けた給付を返還したうえで、受益者の債権を一般の破産債権として扱う、という規律
を前提とする（伊藤眞『破産法・民事再生法［第３版］』（有斐閣、2014）576頁以下、山本克己編著『破産法・民
事再生法概論』（商事法務、2012）251頁〔畑瑞穂〕等）。
3	 本稿は、倒産法の取引関係者に対する「事前（ex	ante）効果」、換言すれば、破産手続開始前の時点における取引
関係者の意思決定に対して、倒産法の規律が与えうる影響に着目した検討を行う。このような「事前効果」に関し
て、倒産法の領域においては、近時、DIP ファイナンス（事業再生ファイナンス）に関する規律をめぐって、議論
が展開されているところである。具体的には、DIP ファイナンスを誘引・促進するために、倒産法はどのようなプ
ライオリティ・ルールを設定すべきであるか、また、そのルールが他の倒産債権者の利益を制約することを、どの
ように正当化できるか等が検討されている。DIP ファイナンスをめぐる議論については、藤原総一郎『DIP ファイ
ナンスの実務』（金融財政事情研究会、2002）、事業再生研究機構編『事業再生ファイナンス』（商事法務、2004）、
森田修「アメリカにおける『DIP 融資者の優越』」平井宜雄先生古稀記念『民法における法と政策』（有斐閣、2007）
415頁、堀内秀晃ほか著『アメリカ事業再生の実務』（金融財政事情研究会、2010）、藤本利一「倒産手続における
ファイナンス」東京弁護士会倒産法部編『倒産法改正展望』（商事法務、2012）、堀内秀晃『ステークホルダー』
（金融財政事情研究会、2012）、杉山悦子「DIP ファイナンスの過去、現在、未来」石川明・三木浩一編『民事手
続法の現代的機能』（信山社、2014）373頁、進士肇・横山兼太郎「申立て前の調整」園尾隆司・多比羅誠編『倒産
法の判例・実務・改正提言』（弘文堂、2014）51頁、特に61頁以下等を参照。なお、アメリカ合衆国における DIP
ファイナンスの史的展開については、藤澤治奈「信託を用いた ABS 投資の原初形態 ― アメリカにおける鉄道車
両信託証券（Car	Trust	Securities）の研究 ―」信託研究奨励金論集	30号（2009）12頁以下も参照。
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　否認訴訟に要するコストに鑑みると、偏頗行為を否認することによって、事後的に債権者平等を
図ることには限界があるといえるため、否認の対象となりうる偏頗行為を抑制する一般的予防効果
（事前効果）を高める規律が設定される必要がある、ということができる。そのためには、「債務者
の偏頗な弁済／債権者の偏頗な債権回収行為」と「債務者の誠実な弁済／債権者の通常の債権回収
行為」とを仕分ける基準について、取引関係者が予め認識できていること（否認の成否についての
予測可能性が確保されていること）が前提となる4。後述するように、現行法の規律によると、偏頗
行為の有害性は、「支払不能」（ないし破産手続開始の申立て）以降の行為である、という客観的要
件と、受益者たる債権者が行為時に債務者が支払不能であったこと（ないし破産手続開始の申立て
があったこと）を認識していた、という主観的要件によって根拠づけられていることになるが、こ
のような規律が、取引関係者の予測可能性を確保するものであるかを明らかにしておく必要がある
ように思われる。
　以上のような問題意識に基づいて、まず、偏頗行為の有害性とその正当化根拠に関する議論を整
理し、現行法の偏頗行為否認の規律内容を明らかにする。そのうえで、偏頗行為否認の規律に関す
るアメリカ法の議論を紹介し、わが国の偏頗行為否認の主観的要件に関する問題点を指摘すること
とする。なお、本稿は、具体的な解釈論ないし立法論の呈示を目的とするものではなく、そのため
の視座を示すことを試みるものである。
Ⅱ　偏頗行為の有害性
　現行法は、旧破産法（平成16年改正前の破産法。以下、「旧法」という）とは異なり、否認の類型
を「故意否認」と「危機否認」とに区別する規律ではなく、否認対象行為の性質に着目し、債務者
の責任財産を絶対的に減少させる行為である「財産減少行為（詐害行為）」と特定の（破産）債権者
に対してだけ優先的な満足を与える行為である「偏頗行為」とに区別して、各々の行為に関する否
認要件を設定する、という規律を採用する。
　財産減少行為については、直接侵害であるか、間接侵害であるかという点で、さらに細分化する
ことができるが、その有害性5の根拠を、債務者の責任財産の減少に求めることに関しては、共通認
識が形成されているといえる6。それに対して、偏頗行為の有害性の捉え方に関しては、偏頗行為も
4	 高田裕成「更正手続における否認権とその行使」判タ1132号（2003）158頁参照。
5	 水元③・後掲369頁以下は、「一般に否認権の対象行為は、債務者財産の価値最大化を妨げる行為と理解することが
できる。これは、否認権一般に共通する要件であり、行為の有害性とも呼ばれている」という。なお、有害性を有
する行為であっても、その行為の正当性が認められる場合には、否認の対象とすべきでない、という「正当性（不
当性の欠如）」をめぐる議論については、中西正「いわゆる『不当性の理論』の批判的検討」島岡大雄ほか編『倒
産と訴訟』（商事法務、2013）490頁以下、基本コンメ・後掲354頁以下〔中西正〕、三木浩一「否認権総論」竹下守
夫＝藤田耕三編集代表『破産法体系（第２巻）破産実体法』（青林書院、2015）405頁、429頁以下等参照。
6	 垣内・後掲220頁以下参照。
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財産減少行為に含まれると捉える理解（有害性を財産減少行為と偏頗行為とで一元的に理解する考
え方。以下、「一元説」という）と財産減少行為と偏頗行為とを異なる行為と捉える見解（偏頗行為
の有害性と財産減少行為の有害性とを区別する考え方。以下、「二元説」という）とが対立する。こ
の問題に関しては、過大な代物弁済を財産減少行為として否認する場合の規律である法160条２項
が、債権の実価と弁済額の差額ではなく、債権の名目額と弁済額の差額の償還を認めていることに
鑑みると、実価を基準とする一元説の前提が否定されているといえるため、現行法は二元説に立つ
ものと理解すべきである、という見解が有力である7。本稿でも、さしあたり、偏頗行為の有害性
を、債務者の責任財産の減少ではなく、「破産債権者間の平等（以下では、「債権者平等」という）」
を侵害する点に求める理解（二元説）を前提として検討を行うこととする。
　なお、問題状況を明確にするために、以下では、偏頗行為否認の対象となる行為を、既存の債務
の消滅に関する行為（債権者が債務者の弁済を受領する、という債権回収行為）に限定する8。ま
た、偏頗行為否認における危機時期を画する基準として、「支払不能」と「破産手続開始の申立て」
が採用されているが、本稿では、「支払不能」に照準を合わせて検討を行うこととする9。
Ⅲ　偏頗行為の有害性の根拠
　現行法の立案担当者は、偏頗行為否認について、「支払不能（法２条11項）」10基準を採用した理由
を、次のように説明する。すなわち、「債権者が破産手続開始の原因である支払不能になった場合に
は、現在弁済期にある債務でさえも債務者の自力による弁済は不可能な状態になっており、経済的
には完全に破たんしているので、破産手続開始後と同様、債権者を平等に取り扱うことが要請され
ると考えられます。すなわち、この時期にされた弁済等は、弁済期にある債務を全般的に支払うこ
とができない状態にあるにもかかわらず、特定の債権者のみに満足を得させたという点において債
権者間の平等を害するものなので、破産手続開始の効果の前倒しを認めるべきであると考えられま
す」11という説明である。
　これは、破産手続開始後に要請される「債権者平等」の確保を支払不能時まで遡らせる「破産遡
7	 基本構造・後掲170頁、177頁〔山本克己発言〕、破産法・民事再生法概論・前掲注（2）234頁〔畑瑞穂〕等参照。
8	 基本コンメ・後掲371頁〔中西正〕は、「偏頗行為の危機否認が問題となるのは、主として、債権者が債務者に信用
を供与し、債務者が支払不能となった後、債権の履行期が到来し、弁済を受けるという場面であろう」という。
9	 「破産手続開始の申立て」基準の根拠については、大コンメ・後掲654頁〔山本和彦〕、畑・後掲259頁参照
10	「支払不能」基準の根拠については、中西①・後掲を参照。偏頗行為否認における危機時期を画する基準としての
「支払不能」をめぐる問題については、全国銀行協会「新破産法において否認権および相殺禁止規定に導入された
「支払不能」基準の検証事項について」金法1728号（2005）50頁以下、川田悦男「全銀協「新破産法において否認
権および相殺禁止規定に導入された「支払不能」基準の検証事項について」の概要」金法1728号（2005）36頁参
照。なお、破産手続開始の原因としての「支払不能」をめぐる問題については、山本和彦「支払不能の概念につい
て」新堂幸司＝山本和彦編『民事手続法と商事法務』（商事法務、2006）152頁参照。
11	 一問一答・後掲228頁。
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及（リレーション・バック）」の効果12によって、偏頗行為否認を捉える理解である13。この理解に
よると、支払不能となった後の偏頗行為の有害性は、「債権者平等」の侵害によって基礎づけられる
ことになる。ここでいう「債権者平等」とは、実体法上同じ性質である（破産）債権者は、破産手
続においても平等に取り扱われるべきである14、という倒産手続に通底する理念である。支払不能
時における偏頗行為は、形式的には、この理念を害する行為であり、実質的には、他の（破産）債
権者よりも多くの満足を得る行為ということができる15，16。
　配当額における債権者間の不平等と「支払不能」の発生を偏頗行為の有害性の前提とする規律と
が整合的であるかは検討の余地があるが17、以上の理解によると、偏頗行為否認の目的・機能は、
偏頗行為がなされた状況を事後的に修正し、破産手続において債権者平等を図ることにある18、と
12	 もっとも、支払不能時まで遡及する破産手続開始の効果（債務者の財産管理処分権の剥奪）の範囲は、偏頗行為の
禁止および財産減少行為の禁止の限度に縮減される（基本コンメ・後掲352頁〔中西正〕）。なお、旧法下における
見解ではあるが、山木戸克己『破産法』（青林書院、1992）175頁は、「否認は結局破産宣告の効力を当該行為前に
遡及させる制度である、ということができる」という。
13	 基本コンメ・後掲352頁〔中西正〕は、「破産遡及」の考え方の基礎には、「債務者が支払不能になると、債務者財
産に関し、債務者自身の利益より、あるいは個々の債権者の利益より、債権者全体の利益が優越するに至る。その
ためこれを自由に管理・処分することができなくなる」という「財産拘束の理論」があるという。
14	 無担保（破産）債権者は各々の有する債権額に案分して（pro	rata）配当を受けることになる。倒産手続における
「債権者平等」の原則については、高橋宏志「債権者の平等と衡平」ジュリ1111号156頁、杉本純子「倒産手続に
おける債権者平等原則」松島英機＝伊藤眞＝園尾隆司『【専門訴訟講座⑧】倒産・再生訴訟』（民事法研究会、2014）
304頁、中西正「破産法における『債権者平等原則』の検討」伊藤眞先生古稀祝賀論文集『民事手続の現代的使命』
（有斐閣、2015）973頁等参照。実体法上の「債権者平等」の原則については、鈴木禄弥「『債権者平等の原則』論
序説」曹時30巻8号（1978）１頁、中田裕康「債権者平等の原則の意義」曹時54巻５号（2002）１頁参照。なお、
債権額に応じた案分配当が債権者平等に適うことの根拠は、必ずしも明らかでない。この点に関して、不法行為債
権の優遇の可否についての議論がなされているが（佐藤鉄男「倒産手続における不法行為債権の処遇」別冊 NBL69
号『倒産実体法』（商事法務、2002）４頁参照）、その前提として、債権額のみを基準に一般債権者間の平等を図
る、という思考それ自体の正当性についての検討がなされるべきであろう。
15	 山本克己②・後掲124頁は、「支払不能に陥った時点は、一部の債権者に対する弁済が確実に債権者平等に反すると
断言できる最も早い時点」という。旧法下における見解ではあるが、例えば、加藤正治『破産法講義』（有斐閣、
14版、1929）241頁は、偏頗行為を「破産的平等弁済を害する行為」（原文は旧漢字・片仮名）とする。山木戸・前
掲注（12）193頁は、危機時期における偏頗行為否認（当時は危機否認）について「債権者の公平平等な満足とい
う破産の効果を支払停止時または破産申立時にまで遡らせたものである」という。
16	 なお、実際上は稀ではあるが、理論的には想定することができる「支払不能であるが債務超過ではない」という状
況を前提とすると、偏頗行為否認とは、「特定の債権者が『多く』満足を受けたことを不当とする制度というより
は、『他の債権者よりも先に』満足を受けたことを不当とする制度である」とする見解がある（松下①・後掲46
頁）。この見解によると、「債権者平等」に関しては、配当額に関する平等ではなく、（破産手続によらず先行して
弁済を受領するという意味で）満足を受ける手続と時期に関する平等という点に重点が置かれることになる。もっ
とも、既に指摘されているように（垣内・後掲238頁）、支払不能ではあるが債務超過ではない債務者について破産
手続が開始した場合に、コストを要する否認権の行使をあえて認める合理的な理由は見出しがたいように思われる。
17	「債権者平等」の内容を「他の債権者よりも多くの満足を受けたこと」とする考え方を前提とするのであれば、「債
務超過の存在が偏頗行為の有害性を基礎づける、と考えるべきであろう」との指摘がなされている（垣内・後掲
236頁以下）。
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いうことができる。もっとも、事後的な債権者平等の回復とは、実質的にみると、破産債権者間で
の配当額における平等であり、配当額に着目するのであれば、支払不能時における偏頗行為の有害
性の根拠は、偏頗行為をした債権者が、他の債権者よりも多くの満足を受けたことではなく、本来受
けるべき他の債権者の配当額を減少させたことに求めることの方が整合的であるように思われる19。
このように解すると、偏頗行為も、財産減少行為と同様に、配当の原資たる債務者（破産者）の責
任財産の減少が、行為の有害性を基礎づけるという点では共通している、と捉えることもできそう
である20。
　偏頗行為否認の目的・機能について、債権者平等の事後的な回復という側面だけでなく、非協調
的な債権回収行為を抑制する、という債権者に対する一般的予防効果（事前効果）の側面を重視す
る見解がある。この見解は、「倒産法の核心的な目的は、」（「債務者の倒産時に債権者の個別的な権
利行使を禁止し、債務者の自由な財産処分を制約すること」である）「財産拘束を通じて債務者財産
の価値を最大化し、それを実体法秩序に従い配分することにある」としたうえで、「非協調的な債権
回収（不平等弁済）それ自体が債務者財産の最適な換価・活用を妨害する」行為である偏頗行為の
効力は否定されるべきであるとする21。債権者の非協力的な債権回収行為が、債務者の責任財産を
減少させることにつながることに着目すると、債権者に対する一般的予防効果という側面からみて
も、偏頗行為の有害性は、（将来破産手続が開始した場合の配当の原資となる）責任財産の減少に求
めることができる。
　以上のように、支払不能基準を採用する偏頗行為否認の目的・機能には、債権者平等の事後的な
回復という側面と債権者の非協力的な債権回収行動の抑制という側面があるが、いずれの側面から
も、実質的にみると、偏頗行為の有害性の根拠は、債務者の責任財産の減少に求めることができる
であろう。
Ⅳ　偏頗行為否認の否認要件
　現行法における偏頗行為否認の規律を、本稿の検討に必要となる限りで整理すると、以下のとお
りである22。
18	 山本克己①・後掲124頁は「債権者平等の事後的回復」という。
19	 大コンメ・後掲645頁〔山本和彦〕は、「偏頗行為が否認される根拠は、その行為が債権者平等を害し、受益者以外
の他の債権者の配当を減少させる点にある」という。また、概説・後掲274頁〔沖野眞巳〕は、支払不能時におけ
る偏頗弁済は、「一方で、実価の減少した債権に額面通りの弁済をするという意味で財産減少をもたらし、他方で、
弁済等を受けた一部の債権者が満足を得る反面、他の債権者は当該弁済等がなければ手続においてその優先関係に
従い平等弁済により取得しえた部分を得ることができなくなり、これらの債権者を害する行為となる」という。
20	 この意味で、債権の実価に着目する一元説と二元説の対立の意義についての再検討が必要となる。垣内・後掲236
頁以下、基本コンメ・後掲353頁〔中西正〕参照。
21	 水元③・後掲367頁以下。
22	 偏頗行為否認の規律を要件事実的に整理したものとして、北秀昭「倒産関係事件と要件事実」伊藤滋夫＝長秀之編
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　現行法は、偏頗行為否認の対象となる危機時期を、旧法における「支払ノ停止」（旧法72条２号。
以下、「支払停止」という）ではなく23、「支払不能」（法２条11項）によって画し（法162条１項１
号。なお、「破産手続開始の申立て」が危機時期の基準となることは、旧法と同様である）、その時
期における偏頗行為は、債務者（破産者）の「詐害意思」の有無にかかわりなく、有害性の認定が
できるとするとともに、偏頗行為を財産減少行為として否認することができない旨を規定上明らか
にした（法160条１項柱書括弧書）。
　偏頗行為否認の対象となる偏頗行為を「義務行為」（法162条１項柱書括弧書。なお、「同時交換的
行為」は否認の対象から除外される）と「非義務行為」とに区別すると、前者については、支払不
能または破産手続開始の申立て後の行為に限って否認の対象となるに対して、後者については、否
認の対象となる期間が、「支払不能になる前三十日」にまで拡張され（法162条２項本文）、拡張され
た期間における行為も否認の対象となる。支払不能になった後で偏頗行為がなされたことについて
は、破産管財人が証明責任を負うが、「支払停止」を証明することによって、支払不能であったこと
が推定される、とする規律が採用されている（法162条３項）24。なお、支払不能前の非義務行為の
場合には、破産管財人は、支払不能に加えて、当該行為が法162条１項２号の規定する非義務行為25
に該当することについても証明責任を負うことになる。
　偏頗行為の有害性が認定されるためには、さらに、受益者たる債権者について、次のような主観
的要件が充たされる必要がある。すなわち、否認の対象となる行為が支払不能後になされたとする
場合は、受益者（債権者）が支払不能または支払停止について悪意であることが要求される（法162
条１項１号イ。破産手続開始の申立てを基準とする場合については、同号ロ）。このような主観的要
件の趣旨に関しては、「否認の相手方に、当該担保の供与または債権消滅に関する行為が、偏頗行為
危機否認に服する可能性（危険性）のあることを警告し、後に債務者に対して破産手続が開始され、
破産管財人が当該満足の供与を否認しても、不意打ちとならないようにして、取引の安全を図るた
めの要件である」とする理解が有力である26。この理解によると、主観的要件は、否認の成否に関
する予測可能性を確保し、受益者たる債権者の地位を安定させる、という意味での「取引の安全」
を図るために設定された要件ということになる。
　破産管財人が受益者の悪意について証明責任を負うのが原則であるが、受益者が親族等である場
　	『民事要件事実講座２総論Ⅱ』（青林書院、2006）132頁、進士肇＝影浦直人「否認訴訟」島岡大雄ほか編『倒産と
訴訟』（商事法務、2013）２頁、特に24頁以下、島岡大雄「否認権行使についての裁判上の諸問題」松島英機＝伊
藤眞＝園尾隆司『【専門訴訟講座⑧】倒産・再生訴訟』（民事法研究会、2014）503頁、特に516頁以下等参照。
23	 支払停止の概念については、最判昭和60年２月14日判時1149号159頁参照。
24	 ただし、支払停止は破産手続開始の申立て前１年以内のものに限られる（同項括弧書）。
25	 行為が義務に属しない場合と時期が義務に属しない場合とがある。方法が義務に属しない場合が含まれないこと
が、法162条２項２号とは異なる。
26	 基本コンメ・後掲372頁〔中西正〕。水元③・後掲377頁は、「偏頗行為否認においては、受益者が行為の当時に危機
時期の発生を知っていたことが否認を正当化する根拠となる」という。一問一答・後掲229頁参照。
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合（法162条２項１号）と非義務行為の場合（法162条２項２号）には、受益者は支払不能または支
払停止を知っていたものと推定され、その結果、受益者が自己の善意について証明責任を負う（証
明責任の転換）、という規律が採用されている27。また、支払停止（ただし、破産手続開始の申立て
前１年以内のものに限られる）があった後は、支払不能であったことが推定される、という規律（法
162条３項）によって、破産管財人は、支払停止の事実とそれについての受益者の悪意を証明するこ
とを通じて、偏頗行為否認の成立を主張することができる28。なお、支払不能前の非義務的行為の
否認の場合には、「他の債権者を害する事実」29を知らなかったことについて、受益者が証明責任を
負う、という規律（法162条１項２号但書）が採用されている。
　現行法の規律は、偏頗行為否認の成否に関する受益者の予測可能性を高めることを目的とするも
のであるが、支払不能は、客観的な事実に対する評価を経たうえでなされる法的な判断であるため、
受益者たる債権者の判断と否認訴訟における裁判所の認定とが異なることがありうる30。また、債
務者の（明示的または黙示的）外部表示行為とされる支払停止であっても、行為の態様・内容によ
っては、支払不能と同様に、支払停止に該当する行為であるか否かの判断が食い違うことがありう
る31。
27	 証明責任の転換がなされる根拠については、伊藤・前掲注（2）529頁、条解・後掲1096頁以下、田頭章一「偏頗行
為否認」竹下守夫＝藤田耕三編集代表『破産法体系（第２巻）破産実体法』（青林書院、2015）477頁、485頁以下
等参照。
28	 債務者（破産者）の財務状況に関する情報を保有する破産管財人が偏頗行為の時点で破産者が支払不能であったこ
とを証明することは、破産手続開始原因である支払不能について証明責任を負う（債務者の財務状況に関する情報
を保有しない）申立債権者と比べると、容易であるといえるため、支払不能の立証軽減という法15条２項の趣旨
が、法162条３項にも妥当するかは問題となりうる。法162条３項は、支払不能それ自体ではなく、むしろ、支払不
能についての受益者の悪意に関する立証負担の軽減に意義を有する規律ということができる。なお、受益者の悪意
の対象を支払停止で足りるとしたことについて、山本克己①・後掲125頁は、「支払不能状態を知っていたことの証
明は困難であるという考慮」に基づくものであり、「その背景には、やはり、支払を停止する債務者は支払不能に
あるのが通例である、という認識があるのであり、かかる認識を前提とする限りは、支払停止を知っていたこと
を、支払不能状態を知っていたことと同視しても、相手方の予測可能性を害することにはならないと考えられる」
という。
29	 二元説を前提とし、支払不能基準を採用する現行法のもとでは、「他の債権者を害する事実」とは「支払不能に至
ることが確実に予見される状況」という意味で捉えるべきである、という見解が有力である（山本克己②・後掲
126頁、大コンメ・後掲565頁〔山本和彦〕、畑・後掲260頁等参照）。
30	 なお、債権者が、債務者は支払不能でないと判断する場合には、さらに、否認訴訟が提起される可能性とその訴訟
で破産管財人が客観的要件（支払不能等）と主観的要件（受益者の悪意）の証明に成功する可能性とを考慮して、
それらが小さいと判断する場合に、弁済を受領することになる。他方、債権者が、債務者は支払不能であると判断
する場合には、あくまでも理論的には、弁済を受領しない（破産手続において配当を受ける）という意思決定をす
ることになろう（否認の成立が認定される可能性が大きいと判断する場合も、同様の帰結となろうか）。もっとも、
次章でみる Adler の議論によると、否認要件の如何を問わず、債権者は、さしあたり弁済を受領し、否認される
か否かを将来の状況に委ねる、という意思決定をすることもありうることになろう。
31	「支払停止」の解釈に関する近時の議論が参考となる（最判平成24年10月19日判時2126号 9 頁をきっかけに議論が
活性化している）。伊藤眞「債務免除等要請行為と支払停止概念」NBL670号17頁、増田勝久「偏頗行為否認に関
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　したがって、当然のことではあるが、否認の成否に関する予測可能性が完全に確保されているわ
けではないとしても、現行法は、支払不能時における偏頗行為のうち、否認される行為とそうでな
い行為とを仕分ける基準を、受益者たる債権者の主観的認識に求める規律を採用していることにな
る。この規律の基底には、予測可能性の確保という観点からみると、受益者たる債権者は、債務者
につき支払不能等を認識している場合には、否認リスクを慮って、弁済の受領を控える方向での意
思決定をすべきであり、それにもかかわらず、弁済の受領をしたときには、その効力を否定されて
もやむをえない、という思考を見いだすことができる32。この思考の正当性を論証するためには、
支払不能となった時点、あるいは、支払不能となることが高度の蓋然性をもって予測できる時点に
おいて、偏頗行為否認の規律が、受益者たる債権者の意思決定に対して、どのような影響を与えう
るか、という問題についての検討が必要となろう。これに関しては、偏頗行為否認について受益者
の主観的要件を設けない規律を採用するアメリカ法の議論が参考となる。
Ⅴ　アメリカ法における議論
　アメリカ法において、voidable	preference（以下、「preference」あるいは「偏頗行為」という）
に関する規律は、アメリカ連邦倒産法（the	Bankruptcy	Code）547条33で規定されている34。その規
　	 する近時の問題点」田原睦夫先生古稀・最高裁判事退官記念論文集『現代民事法の実務と理論（下巻）』（きんざ
い、2013）270頁、清水祐介「支払不能と支払停止をめぐる考察」岡正晶・林道晴・松下淳一監修『倒産法の最新
論点ソリューション』（弘文堂、2013）159頁以下、岡伸浩「支払停止概念の再構成と判断構造」伊藤眞先生古稀祝
賀論文集『民事手続の現代的使命』（有斐閣、2015）753頁、松下淳一「一時停止通知と『支払停止』」伊藤眞先生
古稀祝賀論文集1047頁、金春「私的整理における一時停止の制度についての一考察」今中利昭先生傘寿記念『会社
法・倒産法の現代的展開』（民事法研究会、2015）505頁等参照。その他に、山本研「『支払停止』概念の形成と具
体化」法教390号（2013）23頁も参照。
　	 　なお、支払停止に該当する行為がない場合には、支払不能を推認しうる（支払不能のシグナルとなる）事実（基
本コンメ・後掲372頁〔中西正〕は、受益者たる債権者の主観的認識の対象となる事実は、「支払不能を推認するこ
とができる事実」という。中西③・後掲195頁も参照）が存するか否かが、否認の成否を判断するための重要な考
慮要素となる。
32	 なお、否認訴訟にはコストを要することに鑑みると、受益者たる債権者は、債務者が支払不能であるかもしれない
という疑いをもっているにすぎない場合であっても（現行法の規律を前提とすると、支払不能のシグナルとなる客
観的事実が存しない場合には、受益者は支払不能についての自己の悪意が証明されない〔否認は成立しない〕と予
測し、弁済を受領する、という意思決定がなされることになろうか。「【資料】新破産法において否認権および相殺
禁止規定に導入された「支払不能」基準の検証事項について（全国銀行協会平成16.12.６全業会第78号）」金法1728
号（2005）46頁参照）、理論的には、債権者は、弁済を受領せず、破産手続開始の申立てをすることが望ましいと
いえよう。
33	 アメリカ連邦破産法（1978年11月６日成立）547条については、高木新二郎『アメリカ連邦破産法』（商事法務研究
会、1996）480頁以下、特に585頁以下参照（だたし、1994年破産法改正法の邦語訳である）。
34	 英米法における preference に関する規律の変遷については、田頭章一「Preference」中島弘雅＝田頭章一編『英
米倒産法キーワード』（弘文堂、2003）187頁以下参照。アメリカ連邦破産法における preference の規律に関する
邦語文献として、福岡真之介『アメリカ連邦倒産法概説』（商事法務、2008）154頁以下、ジェフ・フェリエル＝エ
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律内容は日本法の規律と様々な点で相違するが、債務者の詐害意思の有無を問わない、という点で
は共通している。
　以下では、偏頗行為否認の規律が有する事前効果についての分析を行う、Barry	E.	Adler35の議論36
の内容を、本稿の論証に必要となる限りで紹介する。
　Adler は、preference の規律が、総債権者のコモン・プール（the	common	pool）である債務者
（企業に限定されている）の資産（assets）の保護者ないし擁護者（guardian/protector）として機
能するという Thomas	H.	Jackson の議論37は、債務者の資産を、preference の規律とは独立して存
在する「静的なプール（a	static	pool）」とみなすものである、という。Adler は、個別的な債権回
収がコストを要する場合、あるいは、債権者が自己の債権回収によって債務者である企業の資産の
大部分が侵害されることを認識している場合でない限り、preference の規律は、債権者の個別的な
債権回収行為を抑制する効力を有しない、と主張する38。Adler は、次のような事案（モデルケー
ス）を使って、preference の機能についての分析を行う。
　	 ドワード・Ｊ・ジャンガー（米国倒産法研究会訳）『アメリカ倒産法（下巻）』（レクシスネクシス・ジャパン、
2012）225頁以下、阿部伸一郎＝粕谷宇史『わかりやすい連邦破産法』（商事法務、2014）127頁以下参照。なお、
アメリカ法における preference をめぐる議論の要点については、Douglas	G.	Baird,	Elements of Bankruptcy, Sixth 
Edition（FOUNDATION	PRESS,	2014）172を参照。
35	 Adler は、New	York	University	School	of	Law に所属する倒産法、契約法、コーポレイトファイナンス等を研究
領域とする Professor である（2015年９月現在）。著書として、アメリカにおける倒産法理論について分析を加え
た、Barry	E.	Adler,	Foundations of Bankruptcy Law（Foundation	Press,	2005）がある。
36	 Barry	E.	Adler,	A	Re-Examination	of	Near	Bankruptcy	Investment	Incentives,	62	U. Chi. L. Rev.	575（1995）を
とりあげる。なお、Adler は、債務者の行為（弁済）でなく、それに対応する債権者の行為（弁済の受領）に着目
した検討を行う。
　	 　Adler の議論は、Thomas	Jackson の議論（Thomas	Jackson,	The Logic and Limits of Bankruptcy Law	125
（Harvard		University	Press,	1986）を参照）を手がかりとして、偏頗行為否認の意義・機能についての分析を行
うものである（Adler の議論は、いわゆる法の経済分析に基づくものであり、そのための分析手法として、ゲーム
理論等を援用する。筆者（伊東）には、法の経済分析やゲーム理論それ自体について分析・言及する能力がないた
め、本稿では、さしあたり、Adler の用いる手法を所与のものとして、その議論内容を整理することとする。ゲー
ム理論の基礎的な概念については、主として、武藤滋夫『ゲーム理論入門』（日本経済新聞社、2001）、神戸信輔
『入門ゲーム理論と情報の経済学』（日本評論社、2004）等を参照した。
　	 　アメリカ法における法の経済分析の状況を概観する近時の文献として、Steven	Shavell,	Foundations of 
Economic Analysis of Law（Harvard	University	Press,	2004）（邦訳として、スティーブン・シャベル／田中亘・
飯田高訳『法と経済学』（日本経済新聞出版社、2010）がある）を参照。
37	 Jackson の議論については、水元①・後掲39頁以下参照。
38	 債権者にとって、個別的な債権回収行為に伴う費用は、債権回収行為によって得られる利益の対比では、僅かであ
るとともに、他の債権者との交渉には、費用が掛かるため、債権者は個別的な債権回収行為をするインセンティブ
を有する（他の債権者との交渉に費用がかからないのであれば、破産法は不要である）という（Id.	at	579）。
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　Adler は、【事案】において、回収コスト（collection	costs）が無いものと仮定すると、全ての債
権者（Ｃ）にとっての「弱支配戦略」（a	weakly	dominant	strategy）39は、「回収（collect）」であり、
この場合には、preference	の規律は抑止効果を有していない、と主張する。Ｃ１とその他の全ての
Ｃが債権回収を控えたとすると、Ｃ１は８ドルの利益分配（payoff）を受けることになるが、Ｃ１
が債権回収したとすると、10ドルの利益分配を受けることができる。Ｃ１が債権回収を控え、その
他の１人ないし２人のＣが債権回収をしたとすると、Ｃ１は最大で５ドルの利益分配を受けること
なるが、Ｃ１が債権回収したとすると、10ドルの利益分配を受けることができる。Ｃ１が債権回収
【事案】
　債務者である企業（以下、Ｄとする）が３つの独立した（discrete）物が統合された資産を
有している。その資産はセットで売却すると、全部で40ドルの価値を有するが、個別に売却す
ると、１個あたり10ドルの価値しか有しない。Ｄは、５人の債権者（Ｃ１～Ｃ５）に対して、
各々10ドルの債務を負っている。いずれのＣも、Ｄについての周期的な情報を取得しており、
t0 の時点における企業の資産と他の債権者の存在を知っているが、周期リポートがなされる間
の期間における他の債権者の債権回収行為（collection	efforts）についての情報は有していな
い。各Ｃは、t0 の時点で、債権回収をするか、あるいは、債権回収を控えるか、という行動選
択をする機会を有している。
　t0 の時点で、４人ないしそれ以上のＣが債権回収を試みると、その時点でＤについて倒産手
続が開始して、preference の規律によって、債権回収をしたＣは、回収した債権の総額を返還
しなければならない。それに対して、t0 の時点で、３人ないしそれ以下のＣしか債権回収をし
なかったとすると、その時点ではＤについて倒産手続は開始しないが、否認期間を経過した将
来の t1 の時点では倒産手続が開始することはありうる。その場合には、倒産手続において、債
権回収をしなかったＣは、回収されなかった資産について、案分で配当を受けることになる。
　倒産コスト（bankruptcy	costs）を無視すると、全てのＣが債権回収を控えるのであれば、
Ｄの資産価値は損なわれることなく、最終的に、Ｃは各々８ドルを受領することができる。１
人ないし３人までのＣが債権回収をしたとすると、そのＣは各々10ドルを受領し、債権回収を
しなかったＣは、10ドル×３－ｃ／５－ｃ（ｃは債権回収をした人数）の額を受領することに
なる。３人を超えるＣが債権回収をし、否認期間内にＤについて倒産手続が開始したとすると、
債権回収をしたＣが回収した債権の総額を返却し、倒産手続においてＣは各々６ドルの配当を
受けることになる（Ｄの資産価値は40ドルには回復せず、30ドルにとどまるとする）。
39	 エリック・ラスムセン（細江守紀＝村田省三＝有定愛展訳）『ゲームと情報の経済分析Ⅰ』（九州大学出版会、1990）
（Adler が依拠する Eric	Rasmusen,	Games and Information: An Introduction to Game Theory（Blackwell,	1989）
の邦訳書）29頁によると、ある戦略が「他のプレイヤーたちの任意の戦略に対して弱意の最適反応をするとき」
に、その戦略は弱支配戦略とされる。武藤・前掲注（36）34頁は、「あるプレイヤーの２つの戦略、戦略１と戦略
２において、相手のどの戦略に対しても、戦略１をとったときの利得は戦略２をとったときの利得以上であり、さ
らに、相手の少なくとも１つの戦略に対しては利得が大きくなるとき、戦略１は戦略２を弱支配する」というとし
たうえで、同44頁で、「あるプレイヤーの戦略で彼の他の戦略をすべて弱支配するものを、そのプレイヤーの弱支
配戦略といいます」とする。
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を控え、３人のＣが債権回収をしたとすると、Ｃ１は何も得ることができないが、この時点で、Ｃ
の債権回収がＤについての倒産手続の開始を誘引させた場合には、Ｃ１は倒産手続において６ドル
の利益分配を受けることになる。Ｃ１が債権回収を控え、その他の全てのＣが債権回収を試みた場
合には、Ｄについて倒産手続が開始して、Ｃ１は倒産手続において６ドルの利益配分を受けること
になる。したがって、Ｃにとって、自己の利益配分を最大化する戦略は、債権回収を試みることに
なる。もっとも、Adler は、回収コスト（the	costs	of	collection）を考慮に入れるとすると、「回収」
は弱支配戦略とはならない場合がある、という。個別的な債権回収コストを要するとすると、Ｃ１
が債権回収を控えるのに対して、他の４人のＣが債権回収を試みたとすると、t0 の時点で、Ｄにつ
いての倒産手続の開始を誘引し、各Ｃは６ドル回収することになる、という40。
　また、Adler は、preference の規律が存しないとすると、「回収」が「支配戦略（a	dominant	
strategy）」となる、という41。
　さらに、Adler は、たしかに、preference の規律は、全てのＣが債権回収を試みる場合に、支配
戦略を排除することができるという点で抑止効果を有するということもできるが、実質的にみると、
債権回収コストは些細なものであり42、合理的な債権者であれば、債権回収のコストを節約するた
めに、債権回収を控える行動を選択することはない、という。なお、債権回収を試みるコスト
（collection-attempt	cost）に１ドル要する場合（債権回収自体にはコストを要しないとする）を想
定したとしても、４人のＣが回収を試みる場合を除いて、債権回収を試みることが、各々のＣにつ
いて利益配当を最大化することになるため、債権回収を控えるという戦略は、弱支配戦略にも支配
戦略にもならないとする43。Adler は、他のＣの債権回収の試みが、90日間の否認期間内に、Ｄにつ
いて倒産手続開始の誘因となる高度の蓋然性があると信じているのでない限り、各々のＣは債権回
収を試みる、という44。
40	 Id.	at	580-581.
41	 Id.	at	581-583.	Adler は、回収コストがない（ないし些細なもの）とすると、他のＣの行動選択の如何を問わず、
Ｃにとって債権回収をすることが、自己の利益配当を最大化することになる、という。ラスムセン・前掲注（39）
24頁によると、ある戦略が「他のプレイヤーがとる任意の戦略に対して、強意の最適反抗をするとき」に、その戦
略は「支配戦略」とされる。他のプレイヤーが、どのような戦略をとったとしても、そのプレイヤーの利得が最大
となる（武藤・前掲注（36）43頁、神戸・前掲注（36）25頁以下も参照）。
42	 Adler は、債務超過（insolvent）にある企業の経営者は、債権者からの債権回収の要請に、自発的に応じる傾向に
あるという（Id.	at	582）。
43	 Adler は、このゲームには、純粋戦略均衡（a	pure-strategy	equilibrium）と混合戦略均衡（a	mixed-strategy	
equilibrium）が存在するという。そして、これらの均衡が存在することは、Ｃが債権回収を選択する強いインセ
ンティブが存することの例証となるという（Id.	at	583-584）。純粋戦略均衡と混合戦略均衡については、武藤・前
掲注（36）43頁以下、神戸・前掲注（36）25頁以下参照。
44	 Adler は、経済的に困窮する企業の経営者は、倒産手続開始の申立てを遅らせる傾向にあり、また、債権者による
倒産手続開始の申立て（involuntary	case）を裁判所が認める場合は限定されている（連邦倒産法303条参照）とい
う（Id.	at	586）。
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　なお、Adler は、倒産コストが、preference の規律の事前効果に対する潜在的な障害となりうる、
という。これまでの検討では、倒産コストがゼロであることを前提としていたが、実際には、倒産
コストは必要となる。倒産コストを考慮に入れると、Ｃにとって、債権回収を試みことが、より一
層魅力的なものとなる、という45。
　以上のような検討から、Adler は、preference の規律について、債権者の非協力的な債権回収行
為を抑制する事前効果を認めることはできない、と結論づける。なお、Adler は、立法によって、
債権者に対して他の債権者の債権回収行為を規制する権限を付与する規律、あるいは、preference
の規律に違反して債権回収行為をした債権者に対して制裁を課す規律を設けることも考えられる
が、そのような規律を導入すると、債権者が、債権回収の不可能性やそのコストを予測して、ファ
イナンス・コスト（the	cost	of	finance）（貸付利率の上昇等）を必要以上にかけさせることにつな
がりうるため、妥当ではない、という46。
　Adler が設定するモデルケースとしての【事案】の妥当性も検討の余地がありそうではあるが、
本稿では、債権者に関する主観的要件を設定しない preference の規律であっても、受益者たる債権
者の債権回収行為（弁済の受領）を抑制することができない可能性があることを確認するにとどめ
ておく。
Ⅵ　おわりに
　以上の検討を踏まえて、偏頗行為否認の主観的要件に照準を絞って、その問題点を指摘すると、
以下のとおりである。
　まず、偏頗行為の有害性の根拠を、「配当の減少」という意味での「債権者平等」の侵害に求める
理解を前提とすると、受益者たる債権者が債務者の支払不能について善意である、という事情だけ
では、他の債権者への配当の減少を正当化することはできないように思われる。有害性の根拠を配
当の減少に求める限り、受益者たる債権者が債務者の支払不能を認識していなくとも、結果として、
他の債権者の受ける配当を減少させたのであれば、それに照応する受益者の利益は保護に値しない、
ということができるからである47。
45	 債権者による倒産手続開始の要件としての “failure	to	pay” という削除するのであれば、各々のＣは、債権回収を
試みる、債権回収を控える、倒産手続を強制する、という３つの選択肢を有することになり、その場合には、倒産
手続の強制が、弱支配戦略となるという（Id.	at	588-589）。
46	 Adler は、以上の検討を踏まえて、preference の規律と過小投資（underinvestment）／過大投資（overinvestment）
問題との関係についての分析を行う。Adler の議論の狙いは、preference の規律に、過大投資の抑止という機能を
見いだすことにある。その機能を充実させるために、Adler は、アメリカ連邦破産法547条が認める偏頗行為否認
の除外事由は全て廃止すべきである、と提言する（Id.	at	602-605）。
47	 この問題に関して、中西③・後掲195頁は、偏頗行為否認の主観的要件について、「偏頗行為の危機否認の場合は、
債務者の危機を知っていようと知っていまいと、既に信用を提供した否認の相手方には破産による損失負担の正当
化根拠が備わっており、これを避ける手段ないし正当性はないからである。債務者の支払不能を知らなかったこと
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　次に、受益者たる債権者の主観的認識（善意ないし悪意）を否認要件とする規律によると、否認
の成否は、最終的には、否認訴訟における主観的認識の証明の結果に依拠することになる。この点
に着目すると、弁済を受領する時点で、受益者たる債権者が否認の成否を予測することは困難であ
る、ということができる。このことは、「支払停止」を介した「推定」（証明責任の転換）の規律に
よっても解消することはできない。「支払停止」概念も一義的にその内容を画することは困難であ	
り48、また、「支払停止」に該当しうる行為が存するとは限らないからである。
　さらに、Adler の議論によると、受益者たる債権者の主観的認識を否認要件としない規律であっ
ても、個別的な債権回収行為（弁済の受領）を制御することはできないことになる。このことに鑑
みると、受益者たる債権者の主観的認識を否認要件とすることと、否認の成否に関する債権者の予
測可能性を確保することとは無関係である、ということができそうである49。
　以上のような問題点に鑑みると、受益者たる債権者の主観的認識に係る否認要件を設定すること
によって、否認の成否に関する予測可能性が確保され、その者の地位が安定する（「取引の安全」が
図られる）、という主観的要件を支えていた考え方の正当性について疑義が生じる、ということが、
本稿の暫定的な結論である。
　今後は、以上のような認識に立ったうえで、偏頗行為否認の主観的要件の要否とその内容につい
ての検討がなされるべきである50。また、それとともに、客観的要件としての「支払不能」基準の
　	 が、債権者平等の原則の例外を正当化する充分な根拠となるとは思えないのである」とし、「支払不能を認めさせ
たり推認させたりする事実の認識を主観的要件とせねばならない必然性はなく、理論的には、偏頗行為の危機否認
の相手方は無償否認の相手方の保護（新法167条２項）と同様の保護で十分であることになろう」と主張する。中
西②・後掲121頁、山本和彦・後掲50頁注（12）も参照。
48	「支払停止」概念を、「支払不能」と同様に、規範的に捉える理解（前掲注（31）の文献参照）によると、債権者の
主観的認識の対象となる事実は不明確となり、否認の成否に関する債権者の予測可能性は、より一層不安定なもの
となりうる。
49	 事前効果という観点からみると、主観的要件の採否にかかわらず、偏頗行為否認の規律には、債権回収行為につい
て、債権者に対する一般的予防効果を認めることはできない、ということができる。主観的要件の証明の成否とい
う事情が加わることによって、さらに、債権回収をする（さしあたり債権回収をして、否認の成否は、破産管財人
の証明の成否に委ねる）という方向に、債権者の意思決定が誘因されることになる、といえそうであるが、この点
については、ゲーム理論等を用いた理論的かつ実証的な裏付けが必要となろう。
50	 松下①・後掲44頁以下は、「支払停止前のその一定期間について債務者の支払不法を法律上推定する、という立法
も考えられるところである」として、そのような規律によると、「債務者側のどのような事情を受益者の認識の対
象とするかが問題となる。受益者側の主観的要件の要否の検討とともに、主観的要件を必要とする場合でもその推
定も可能かどうかの検討も必要であろう」と指摘し、その際、「否認権を行使する」「管財人による支払不能の直接
の証明の可能性が、受益者にとって十分に予測可能なものなのかどうかとの対比で議論をする必要があろう」とい
う。その他に、立法論としては、例えば、債権者の主観的要件を廃止し、危機時期における偏頗行為は全て否認す
る、という規律（アメリカ連邦破産法の規律が参考となる）、あるいは、債権者ではなく、債務者の主観的認識（特
定の債権者を有利に扱う意図）に係る否認要件を設定する、という規律（詐害行為と偏頗行為との区別が不分明と
なる。なお、偏頗行為の本質を債務者の主観的事情に求める考え方に関しては、16世紀のイギリス法における議論
が参考となる。田頭・前掲注（34）188頁以下参照）の導入等が検討されることになろう。
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妥当性についての検討も必要となろうが、そのためには、偏頗行為の有害性の根拠と「債権者平等」
の意義に関する基礎的な考察が不可欠になるであろう51，52。
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デフォー〔岩嵜泰男訳〕『十七世紀末の英国事情 ― デフォーの社会改善計画 ―』（同志社大学出版部、1994）があ
る）についての分析が興味深い（『ロビンソン・クルーソー』や『モル・フランダーズ』の著者として知られてい
るデフォーは、作家であるともに、ジャーナリスト、実業家等の肩書を持ち、多方面で活躍した。その業績に関し
ては様々な角度からの研究がなされている。近時の研究書として、塩谷清人『ダニエル・デフォーの世界』（世界
思想社、2011）、林直樹『デフォーとイングランド啓蒙』（京都大学出版会、2012）がある）。
　	 　イギリス法において、破産手続開始の効果を「破産行為（acts	of	bankruptcy）」（イギリス法における「破産行
為」概念をめぐる議論については、宮川知法「破産原因論」同『債務者更生法構想・総論』（信山社、1994〔初出
1982〕）１頁以下参照）の時にまで遡らせることを認める「破産遡及主義（“relation-back”	doctrine）」が採用され
るに至るまでの議論については、別に検討する必要がある。イギリス法における relation	back の考え方の形成過
程の議論をみてみると、その考え方を基礎づけているのは、破産者の破産行為であり、受益者たる債権者の主観的
認識は問題とされていなかった。例外として、「通常の取引」（ordinary	course	of	trade）に該当するか否かの認定
において、受益者との関係が考慮されるにすぎなかった（「通常の取引」という視点は、その後時を経て、アメリ
カ連邦倒産法547条⒞⑵に、偏頗行為否認の例外の要件として採用され、その要件をめぐって、アメリカ法におい
て議論が展開されることになる。フェリエル＝ジャンガー・前掲注（34）240頁以下参照）。
　	 　イギリス法において preference を規制する規律が採用された理由についての分析も必要となろう。コモン・ロ
ーにおいては、詐害行為（the	fraudulent	conveyance）とは異なり、偏頗行為（preference）は、違法な行為では
なく、規制の対象ではなかったからである。この問題に関して、Glenn は、免責制度（discharge）の導入との関
係（債権者は、偏頗行為をした債務者に対する免責の付与を拒否する権限を有していた）を重視するのに対して
（Garrard	Glenn,	The	Diversities	of	the	Preferential	Transfer:	A	Study	in	Bankruptcy	History,	15	Cornell, L.Q.	
521,	529（1930））、Weisberg は、商人間の道徳的な義務の結束（the	bond	of	intermerchant	duty）を確保するた
めの方策という側面に着目する（破産能力を商人に限定する商人破産主義との関係も問題となる）。いずれにして
も、イギリス法において preference を規制する考え方が公理でなかったことは、興味深い事実である。
　	 　イギリス法における偏頗行為の規制をめぐる規律に関しては、井上直三郎「英破産法における否認権の問題（一）～
（七・完）」論叢５巻６号45頁、６巻１号87頁、６巻３号88頁、６巻６号79頁（1922）、７巻１号102頁、８巻１号
88頁、８巻２号59頁（1923）、加藤正治「英国倒産法ノ特徴」同『破産法研究　第６巻』（有斐閣、1927〔初出1920
～1925〕）１頁、板木郁郎「英国破産法における否認権」同『否認権に関する実証的研究』（立命館出版部、1943）
316頁、我妻学「債権者間の平等確保の視点からの否認権の再構成（三）」都法43巻２号３頁、荒木隆男「アメリカ
破産法における偏頗行為の生成と展開（１）」亜細亜法学22巻１号31頁～33頁（1988）、霜島甲一「英国における倒
産法制の現状」判タ319号２頁（1975）等参照。なお、イギリスにおける破産法の史的展開については、高田賢治
『破産管財人制度論』（有斐閣、2012）、宮川・本注１頁以下参照。
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52	 民法改正法案424条の 3 （特定の債権者に対する担保の供与等の特則）との関係については、山本克己「否認要件
と詐害行為取消しの要件（シンポジウム債権法改正と民事手続法）」民訴60号（2014）112頁以下参照。本稿との関
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研究会、2000）251頁、特に263頁以下参照）。
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